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はじめに
　₂₀₁₄年，地方自治法が改正され，「連携協約」および「事務の代替執行」が新設された1）．国は，
前者を利用し，「連携中枢都市圏」，「都道府県による補完」といった「新たな広域連携」をさらに
推進する方針を出している．住民の生活圏が拡大し，現在の行政の区画で対応できないサービス
を地域の連携・協働で解決しようという試みは古くて新しい課題である．日本では，このような
課題に対処するために，市町村合併と広域連携が国の政策として繰り返されてきた2）．
　従来，広域連携ないし自治体間連携には，「広域行政」という言葉が一般的に使われてきた．現
在，このような仕組みを指す言葉は，「広域行政」から，「広域連携」「自治体間連携」へと定着し
つつある．広域行政は連携自治体間の面的な連続性を強調する．それに対し，「連携」の付く言葉
はそれ以外にも広い概念を想起させる．そのため，「連携」という用語の使用頻度が高くなって
いったのであろう3）．
₁ ）　この経緯については，坂野（₂₀₁₅），坂野（₂₀₁₇）参照．
₂ ）　同上．
₃ ）　辻山（₂₀₁₂），嶋田（₂₀₁₇）など参照．
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　このような自治体間の連携・協働が盛んになるとき，問題となるのは，そのガバナンスのあり
方である．本稿では，広域行政といわれてきた頃から，広域連携の基本であり，現在もそうであ
り続ける一部事務組合に焦点を当て，広域連携のガバナンスについて考えてみたい．結論を急げ
ば，民主的コントロール，すなわち統制の仕組みをいかに確立するかということになろう．その
際，構成自治体に関わる市民もまた広域連携に対する意識を高める必要がある．
Ⅰ．広域連携とは
A．問題の所在
　広域連携は，広域的な課題の解決のために活用される自治体間の連携・協働の仕組みである．従
来から民主的統制の欠如が懸念されてきたように4）．「連携中枢都市圏」など広く推進される広域連
携であるが，いまだ民主的コントロールという疑念は残っている．そこで，本稿では，基本的な
広域連携の手法の ₁ つである一部事務組合の民主的統制を検討していくことにより，広域連携の
ガバナンスを考えていきたい．
　時代とともに，広域連携は多様化してきた．地方自治法上の広域連携は，①一部事務組合，②
広域連合，③協議会，④機関等の共同設置，⑤事務の委託，⑥連携協約，⑦事務の代替執行があ
る．また，水防事務組合（水防法第 ₃ 条の ₂ ）などのように個別法で作られるものもある．これら
の組み合わせにより，かつては広域行政圏，定住自立圏構想（₂₀₀₈～），連携中枢都市圏構想
（₂₀₁₄～）といった枠組みが作られることになる5）．その基本となるのは，自治法上の広域連携とい
うことになる．なかでも，もっとも古く，活用事例が比較的に多いのが，一部事務組合である．
一部事務組合こそが，連携の基本といえるのである．それゆえ，まず，一部事務組合の仕組みに
触れ，民主的統制について言及しておくべきである．
　本稿では，一部事務組合の性格をみながら，現状では，民主的統制のあり方が制度的にどのよ
うになっているかを考察する．その際，現状を明らかにするために， ₈ 人の一部事務組合の関係
者にヒアリングを行っている6）．そして，今後，一部事務組合がどのように構成自治体の住民およ
₄ ）　鈴木（₂₀₁₅）など多数．
₅ ）　もっとも，近年の流れとしては，面的な連携といわれる広域行政圏にはじまる圏域型の広域連携だ
けでなく，流域や道路の路線でつながっている自治体間の連携（線的な連携），遠地協定のような点と
点との連携などへと広域連携は広がりをみせている．ことに，度重なる震災により，災害時援助協定
などのような点と点との連携が注目されている（辻山 ₂₀₁₂）．点と点との連携については，（坂野 
₂₀₁₃；₂₀₁₅）に詳しい．
₆ ）　今回の調査対象は，Ｘ県の一部事務組合ないし複合事務組合の管理者，組合議会議員，組合職員
（事務局長など） ₈ 人である．調査期間は，₂₀₁₇年 ₆ 月下旬～同年 ₈ 月上旬である．手続きとしては，
関係事務組合の管理者および議員にあらかじめ電話で了承を得たうえで，原則，電話でヒアリングを
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び市民からコントロールされるかを検討していきたい．そうすることにより，これからの広域連
携の民主的統制，すなわちガバナンスの手がかりになればと考えている．
B．ガバナンスの定義
　現在，ガバナンスの概念および定義は多岐にわたる．本稿では，「ガバナンス」を利害関係者の
相互作用によって，調整・規律される概念としたい．「ガバナンス論の重要な特徴は，外部監査の
重視である」という見解もある（村松 ₂₀₀₁：₂₆）．広域連携においては，行政サービスを行う主体
をどのように統制するか，コントロールするのかということが主眼となる．
　行政学および地方自治論の分野において，ガバナンスは「協治」ないし「共治」と訳される．
ネットワーク型のガバナンスの概念の通説は，「国や自治体という政府が民間企業や市民と協働
し，さらに NGO や NPO といったボランティア組織などが政府の活動を補完するようなヨコ型の
政治体制」である（坂野 ₂₀₀₄：₁₆）．つまり，政府のみならず，統治の担い手は，市民，企業，
NGO・NPO，さらに町内会・自治会などの諸団体のさまざまな活動主体が協働しネットワーク化
され，水平志向が基本となるような協調型の政治システムである．ガバナンスには，対比される
従来の統治（「ガバメント」）が行政責任・行政統制を重要な課題とし，コーポレート・ガバナンス
（企業統治）が株主による監視・統制を旨としたように，責任・統制の重要性は変わらない7）．ガバ
ナンスの要件として，中邨は，「透明性（Transparency）」，「説明責任（Accountability）」，「参加
（Participation）」，「衡平性（Equity）」の ₄ つを挙げ，その頭文字を取って，TAPE という語を作っ
た（中邨 ₂₀₀₃）．この TAPE という概念そのものが，他者だけでなく内部のものからの責任・統制
を前提としている．これらのことからも，統治（「govern」）の語義があるガバナンスは，責任ない
し統制されるといった側面をもつことは明らかである．それゆえ，政治学でいう Principal-Agent
理論（本人－代理人理論）が成り立ち，住民が前者，自治体が後者，さらに広域連携の構成自治体
が前者であり，広域連携のサービス供給・提供主体を後者とし，前者が後者を規律する関係とい
う定義が生まれるのである（鈴木 ₂₀₁₅：₄₀）．
　以上から，広域連携，ことに一部事務組合を扱った本稿におけるガバナンスでのポイントは，広
域連携のサービス提供を行う主体への統制にある．もちろん，ガバナンスに重層的な関係があるよ
うに，広域連携のガバナンス，すなわち広域ガバナンスにも重層的な関係がある（坂野 ₂₀₁₅）．
行った．質問内容は，具体的には以下の通りであった．「 ₁ ．一部事務組合のガバナンスについて　
（₁）透明性　（₂）説明責任　（₃）参加　（₄）公平性　（₅）その他　 ₂ ．組合議会　（₁）最近の流れ　
（₂）現状と課題　（₃）議会活性化の流れ」である． ₁ ．（₃）では，他機関との連携体制，地域との関係
などが含まれる．
₇ ）　コーポレート・ガバナンスとガバナンス（パブリック・ガバナンス）のそれぞれの用語に共通点が
あり，前者も「利害関係者の相互作用によって，企業活動が調整・規律されるという概念もある」と
される（坂野 ₂₀₀₄：₂₁）．この概念を今回は行政に用いた．
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Ⅱ．広域連携の現状―― 一部事務組合のすがた
A．広域連携制度の沿革
　「自治制度創設当初から市町村の設立目的を果たすために規模の調整（合併）と市町村連携（共
同処理）とが併用されてきた」とされる（辻山 ₂₀₁₂：₇ ）．まさに，日本における地方制度は，明治
以降，合併と広域連携の政策的な変節を繰り返しながら，行政規模の拡大を行ってきた8）．明治政
府が，合併ではなく，広域連携制度を用意せざるを得なかったのは，「合併と自治との相克に向き
合わなければならなかった」からである9）．
　自治体の共同処理方式は，₁₈₇₈（明治₁₁）年の三新法（郡区町村編成法，府県会規則，地方税規則）
に㴑ることができる10）．組合町村である．これが，₁₈₈₈（明治₂₁）年，町村制により，「町村組合」
として初めて法制度化された．町村組合の目的は，共同処理を要する事務の処理機能を果たし，
合併をすることに障害がある場合に合併と同様の機能を発揮することという ₂ つであった．市制・
町村制施行後すぐに，明治の大合併が推進され，₁₈₉₁（明治₂₄）年には，市制改正により，「市町
村組合」の規定が設けられる．上述の町村の場合とは異なり，共同事業の合理性の追求を指向し
ていた．また，₁₈₉₀（明治₂₃）年の地方学事通則により，児童教育事務の委託が認められた．つま
り，「事務の委託」が認められたのであった．さらに，戦時体制の₁₉₄₃（昭和₁₈）年の市制・町村
制の改正において，施設の共同利用が定められた（木村 ₂₀₁₅：₄－₇ ）．
　戦後，₁₉₄₇（昭和₂₂）年，地方自治法が地方自治制度の基本法として制定された．自治体事務の
共同処理については，旧制度の内容がそのまま引き継がれた．その際，市町村に限らず，都道府
県も完全自治体になったことにより，広域連携の仕組みが適用されることになった．その後，共
同処理に加え，自治体間の協議・連絡調整・計画策定などを行う協議会制度，自治体の委員会・
委員または附属機関などの機関の共同設置，自治体間での事務委託などさまざまな広域連携制度
が創設されていく．高度経済成長の条件整備，深刻化する地方の過疎化対策のため，地域圏計画・
構想が登場してくる．ことに，₁₉₆₂（昭和₃₇）年の新産業都市建設促進法，₁₉₆₄（昭和₃₉）年の工
業整備特別地域整備促進法により，拠点開発が始まり，₁₉₆₉（昭和₄₄）年の新全国総合開発計画（新
全総）を受けて，自治省（現総務省）の広域市町村圏構想が展開される．これにより，圏域の振興
₈ ）　注 ₁ ）参照．
₉ ）　辻山（₂₀₁₂：₇ ）．なお，₁₉₁₁（明治₄₄）年の改正の折，「町村を合併したのでは従来の町村は永久
に消滅することになり，古来の伝統を重んずる土着的観念の強い農村などでは実行が頗る困難である
から，其のやうな場合に，名を存して実を挙ぐる為」と説明があることからも，合併だけでは広域的
な課題に対処できないことを明治政府も配慮していた（入江・古井 ₁₉₃₇：₁₈₁₇）．
10）　三新法の「施行順序」には，当時から組合町村が運営されていたことがわかるという（木村 ₂₀₁₅：
₄ ）．
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整備を図るため，従来からの広域連携の仕組み（事務組合または協議会）が用いられ，公共施設の
整備や公共的なソフト事業が実施されることになった11）．このような流れから，₁₉₇₄（昭和₄₉）年
の自治法一部改正により，住民の生活圏の広域化などに伴う広域連携の総合的かつ計画的な推進
の必要性から，共同処理する事務が構成自治体すべてに共通している必要がなく，組合相互の統
廃合も可能となる複合的一部事務組合（複合事務組合）の制度が設けられている．₁₉₉₄（平成 ₆ ）年，
地方分権政策は国の権限移譲を可能にした「広域連合」制度を生み出している．さらに，₁₉₉₉（平
成₁₁）年から始まる平成の大合併により，同年 ₃ 月に₃,₂₃₂あった市町村数が，₂₀₁₄（平成₂₆）年に
は₁,₇₁₈まで減少した12）．この結果，全国の自治体数が減ったことから，事務組合の設置数も₂,₆₃₀
（₂₀₀₀年）から₁,₅₁₅（₂₀₁₄年），₁,₄₉₃（₂₀₁₆年）と減少している13）（辻山（₂₀₁₂：₇⊖ ₈ ），木村
（₂₀₁₅：₇⊖₁₀）参照）．
　このように，広域連携制度において，一部事務組合はその端緒である．広域連携は，合併とと
もに広域行政を牽引するものとされ，展開されてきた．その際，一部事務組合を核とする広域連
携制度は国の全総のような総合計画に柔軟に活用され，使い勝手もよいように制度にいくつかの
選択肢を入れてきたといえよう．
B．一部事務組合とは―― 一部事務組合の基本的な性格
　ここでは，一部事務組合の定義，構成要素，法的性格，組織，住民との関係などについて述べ
ていく．本来ならば，地方自治法などとの関係を厳格に議論したいところであるが，今回の主眼
は，一部事務組合の民主的統制についてであるので，その部分は簡潔に触れる程度にとどめたい．
　 ₁ ．定　　　義
　一部事務組合とは，「普通地方公共団体及び特別区は，その事務の一部を共同処理するため，そ
の協議により規約を定め，都道府県の加入するものにあつては総務大臣，その他のものにあつて
は都道府県知事の許可を得て」設けられる特別地方公共団体である（自治法₂₈₆条 ₂ 項， ₁ 条の ₃ ）．
つまり，一部事務組合は， ₂ つ以上の自治体がその事務の一部を共同して処理するために設けら
れる仕組みであり，特別地方公共団体である14）．一部事務組合が処理する事務は，「普通地方公共団
11）　広域市町村圏については，坂野（₂₀₁₃）参照．
12）　総務省 HP：http://www.soumu.go.jp/gapei/gapei₂.html（₃₀ Aug. ₂₀₁₇）．
13）　総務省 HP：http://www.soumu.go.jp/main_content/₀₀₀₄₅₄₆₉₂.pdf（₃₀ Aug. ₂₀₁₇）．
14）　一部事務組合は，憲法上の地方公共団体（憲法₉₃条 ₂ 項）ではないとされている．最高裁は，特別
区が憲法上の地方公共団体ではないという以下の判決を下している．「右の地方公共団体といい得るた
めには，単に法律で地方公共団体として取り扱われているということだけでは足らず，事実上住民が
経済的文化的に密接な共同生活を営み，共同体意識をもっているという社会的基盤が存在し，沿革的
にみても，また，現実の行政の上においても，相当程度の自主立法権，自主行政権，自主財政権等地
方自治の基本的権能を附与された地域団体を必要とするものというべきである」とした（最大判昭和
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体及び特別区の事務の一部」と定められている（自治法₂₈₆条 ₂ 項）．そのほか，事務の範囲につい
ては，法律上不可能な事務でない限り，制限がない．一部事務組合が成立すると，共同処理する
とされた事務は，構成自治体から一部事務組合へと引き継がれる（事務の承継）．もちろん，その
権能も移る（処理権能の移管）．一部事務組合を設置した場合，構成自治体が，その執行機関の権
限に属する事項がなくなったときは，その執行機関は同時に消滅する（自治法₂₈₄条 ₂ 項後段）．た
とえば，教育事務の全部を一部事務組合で処理することとなったときは，組合を設立した自治体
の教育委員会は消滅する．また，一部事務組合は法人格を有する特別地方公共団体であるので，
規約で定められた事務を共同処理するために，必要な範囲において権利義務の主体となり得る（木
村 ₂₀₁₅）．
　 ₂ ．一部事務組合の構成要素
　特別地方公共団体である一部事務組合は， ₃ つの構成要素，区域，構成員，機能を有する．
a.　区域
　一部事務組合の区域は，組合を「構成する地方公共団体の区域を包含する区域」である15）．当該
組合の権能は，この区域内のみに及ぶ．一部事務組合の区域は，構成自治体の数の増減のほか，
構成自治体の廃置分合，協会変更および新たに生じた土地の確認等に伴い自動的に変更される16）．
b.　構成員
　一部事務組合の構成員は，組合を組織する地方公共団体であり，住民は間接的に組合の構成員
となるにとどまると解されている（松本 ₂₀₁₅：₁₅₉₄）．その際，事務組合とその区域の住民の関係
が問題となる．
　まず，地方自治法₁₀条 ₂ 項の規定が準用されるかである．つまり，事務組合に₁₀条でいう「住
民」が存在するかということである．同条同項は，「住民は，法律の定めるところにより，その属
する普通地方公共団体の役務の提供をひとしく受ける権利を有し，その負担を分担する義務を負
う」と定める．住民は事務組合の間接的な構成員という通説の立場では，事務組合に本条を適用
する余地はない．しかし，間接的であろうが，直接的であろうが，事務組合においては，住民は
権利義務の主体であり，自治体と住民との関係と変わりがないということから，本条は事務組合
にも準用されるという考え方もある．事務組合の第一義的な構成員は構成自治体としなければな
らなかったのは実務的な問題であり，住民の効果としては変わるものではないというのである（木
村 ₂₀₁₅：₉₇）．
₃₈年 ₃ 月₂₇日，刑集₁₇巻 ₂ 号₁₂₁頁）．特別区は，自治体ときわめて類似の性格をもっているのにもか
かわらず，最高裁は特別区が憲法上の地方公共団体ではないと判示した．そのため，事務組合が憲法
上の地方公共団体ではないということは，学説や実務においても争いがない．
15）　大正 ₆ 年 ₁ 月₂₇日行政実例．
16）　明治₂₉年 ₄ 月 ₄ 日行政実例．
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　つぎに，地方自治法₁₁条が準用されるかである．つまり，事務組合では，その住民は₁₁条でい
う「住民」に当たるかということである．同条は，「日本国民たる普通地方公共団体の住民は，こ
の法律の定めるところにより，その属する普通地方公共団体の選挙に参与する権利を有する」と
定める．この問いに対しては，事務組合の議会議員の選挙および管理者の選任方法は規約で定め
られることになっていることから（自治法₂₈₇条），₁₁条および同条を踏まえた₁₇条から₁₉条の選挙
の規定は，事務組合には準用されないとされる．原則として，事務組合には住民による選挙の規
定はないが，組合の規約により，住民の直接選挙制度を採用することは可能であるとされる．そ
れゆえ，公職選挙法（以下，「公選法」）も組合について同法が適用されることを想定している17）．
　最後に，事務組合に地方自治法₂₄₂条および₂₄₂条の ₂ が準用されるかである．つまり，事務組
合に対し，住民が住民監査請求や住民訴訟を行うことができるかということである．この点につ
いては，住民監査請求・住民訴訟は選挙権が前提となっていないことから，構成自治体の住民は
事務組合に対してそれらは可能であると解されている（判例同旨）18）．
　以上，事務組合制度の運用においては，住民の要素をどのように留意していくかが重要である．
事務組合の区域内の住民が各種の権利義務を有する関係にあることは否定できない．住民と事務
組合との関係について，両者を重視する見解は，事務組合においては，住民をその構成員と位置
付けることはできないが，住民の要素を排除することはできず，住民の能動的権利を配慮すべき
であるとする19）．いずれにしても，事務組合の住民は，その権利義務主体であることは明らかであ
る．
c.　機能
　一部事務組合は，特別地方公共団体であり，法人格が認められる．自治体と同様，行政主体と
しての公権が付与されることになる．しかし，その事務処理能力は，規約で定める「共同処理す
る事務」の範囲内においてのみ認められる．その事務の範囲内であれば，条例，規則を制定し，
財産を取得，管理および処分し，法律に定める権限を行使することができる（木村 ₂₀₁₅：₉₉）．た
だし，一部事務組合は，自治体とは異なり，課税権を有していない（地方税法 ₁ 条・ ₂ 条）．
　 ₃ ．法 的 性 格
a.　一部事務組合の一般的な法的性格
　地方自治法₂₉₂条では，「地方公共団体の組合については，法律又はこれに基づく政令に特別の
17）　公選法₂₆₇条は，「地方公共団体の組合の選挙については，法律に特別の定があるものを除く外，都
道府県の加入するものにあってはこの法律中都道府県に関する規定，市及び特別区の加入するもので
都道府県の加入しないものにあってはこの法律中市に関する規定，その他のものにあってはこの法律
中市町村に関する規定を適用する．」とする．
18）　最判平成元年 ₉ 月 ₅ 日．（松本 ₂₀₁₅：₁₅₉₄）参照．
19）　塩野（₂₀₀₈：₁₄₃），宇賀（₂₀₁₃：₇₈）など参照．
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定めがあるものを除くほか，都道府県の加入するものにあつては都道府県に関する規定，市及び
特別区の加入するもので都道府県の加入しないものにあつては市に関する規定，その他のものに
あつては町村に関する規定を準用する．」と定めている．この規定により，「法律又はこれに基づ
く政令に特別な定めがあるもの」を除き，構成自治体の種類ごとに関係法令が包括的に準用され
ることになる．つまり，一部事務組合については，地方自治法第 ₁ 編総則の一部の規定，第 ₃ 編
第 ₃ 章の一部事務組合に関する規定などが地方自治法₂₉₂条の「特別な定め」に該当し，直接適用
される．また，準用される法令とは，地方自治法，同法施行令そして同法施行規則の規定だけで
なく，他のすべての法令が含まれることになる20）．準用・適用されない規定としては，事務組合の
規約で定めるべき事項（規約事項），法令に別途の規定がある事項，事務組合の性質上，適用・準
用されない事項，地方公共団体に関するものではない事項，その他の特別地方公共団体の事項の
₅ つがある．規約事項は，地方自治法₂₈₇条 ₁ 項で，名称，構成自治体，共同処理する事務，事務
所の位置，議会の組織および議員の選挙方法，執行機関の組織および選任方法，経費の支弁方法
が定められている．これらを必要的記載事項と呼び，これらの ₁ つを欠いても規約は無効となる．
法令に別途の規定がある事項とは，兼職禁止の特例や人事委員会の設置などである．事務組合の
性質上の適用・準用されない事項とは，廃置分合，境界変更，市および町の要件などであろう．地
方公共団体に関しない事項とは，国の地方行政機関の設置などであり，その他の特別地方公共団
体の事項とは，特別区や財産区などの規定である21）．
　なお，地方自治法上の一部事務組合はさらに変化に富んでいる．複合的一部事務組合，特例一
部事務組合，また，自治法ではなく，特別法の適用がある事務組合もある．以下，これらについ
て，簡潔に触れる．
b.　複合的一部事務組合
　複合的一部事務組合（以下，「複合事務組合」という）とは，市町村および特別区の事務に関し，
相互に関連するものを共同処理するための市町村の一部事務組合をいう（地方自治法₂₈₅条）．共同
処理する事務が市町村間で異なる場合でも ₁ つの組合で処理することができる点において，一部
事務組合の特殊型ともいうべきものである．従来から，市町村が協力して広域的処理をする手法
の ₁ つとして，一部事務組合の制度が活用されてきたが，この制度はその処理する事務がすべて
の関係自治体に共通であることを前提として設けられたものであった．そのため，一部事務組合
制度では，ごみ処理事務は A 市と B 町，し尿処理事務は B 町と C 町という場合， ₂ つの一部事務
組合を作らなければならない．このように自治体間で一部事務組合がいくつも設置され，組合ご
とに議会や管理者等の組織を設ける必要があったため，効率的な運営という点で問題があった．
20）　松本（₂₀₁₅）参照．
21）　松本（₂₀₁₅），木村（₂₀₁₅）など参照．
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そこで，₁₉₇₄年の地方自治法の一部改正により，複合事務組合の制度が新たに設けられた．「相互
に関連する事務」を共同処理する市町村の一部事務組合の場合には，関係する市町村のすべてに
共通する事務を共同処理しない場合でも，このような形の一部事務組合（複合事務組合）を設ける
ことができることとなった（木村 ₂₀₁₅：₂₆₅⊖₂₆₉）．
c.　特例一部事務組合
　₂₀₁₄年，地方自治法の一部改正により，組合独自の議会をもたず，構成団体の議会が直接一部
事務組合の議案を調査審議する簡素な組織形態が選択できるようになった（自治法 ₂₈₇条の ₂ ）．こ
れを特例一部事務組合という．この特例一部事務組合では，管理者がすべての構成自治体の議会
に議案を提出し，その議決はすべての構成自治体の議会の一致する議決が必要となる．これは，
独自の監査委員を置かず，規約で定める構成自治体の監査委員が監査を行うものとすることがで
きる（自治法₂₈₇条の ₂ 第 ₉ 項）．  
d.　特別法の適用
　一部事務組合についての一般法は地方自治法である．共同処理事務の内容により，同法のみで
なく，地方教育行政の組織及び運営に関する法律（教育組合），地方公営企業法（企業団），水防法
（水防組合），港湾法（港湾管理組合）などの他の特別法の適用を受けるものがある．
　 ₄ ．一部事務組合の組織
　地方自治法は，一部事務組合の組織として，組合の議会組織と組合の執行機関の組織を規約に
定めなければならないとする（同法₂₈₇条 ₁ 項）．つまり，一部事務組合は，組合議会と組合の執行
機関を必ず設置しているのである．なお，図 ₁ は，一部事務組合の典型的な組織構造を示してい
執行機関 
職員 
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図 1 　一部事務組合の組織
出所）木村（₂₀₁₅：₁₉₁）
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る．
　執行機関は，管理者の兼職の規定があり（同法₂₈₇条 ₂ 項），組合の代表者として，管理者が置か
れることが予定されている．執行機関として設置される委員では，監査委員は必置であることが
想定されている．
　ただし，議会・執行機関の具体的な内容は，規約に委ねられている．かつて，自治体について
いえば，都道府県の局部・分課，市町村の分課が例示されていた．₁₉₉₁年，地方自治法の一部改
正により，これらは廃止された．しかし，事務組合については，旧来から法令により局部・分課
などの内部組織の規準が示されることがなかった．その意味でも，規約の内容にすべて委ねられ
ていたのである．
a.　議会
　上述したように，「一部事務組合の議会の組織及び議員の選挙の方法」は，規約で定めなければ
ならないとされる（地方自治法₂₈₇条第 ₂ 項 ₅ 号）．そのため，事務組合にも，その議会（以下，「組
合議会」という）が設置される．上述したように，一部の例外を除き，地方自治法の議会の権能に
ついての規定が適用・準用されることとなる．
　規約で定めるべき組合議会の組織は，通説では，①議員定数，②任期，③議長・副議長に関す
る事項（選挙方法，被選挙人の資格等）とされる22）．規約に③の規定がない場合には，地方自治法の
議長及び副議長の規定（同法₁₀₃条）が準用されることになる23）．委員会や議会事務局も構成自治体
の区域内の人口規模によるものとされる24）．
　つぎに，議会議員の選挙方法は，①選挙方法，②選挙母体等，③議員の被選挙資格の ₃ つがポ
イントとなる（木村 ₂₀₁₅：₁₉₃）．
　以下，上記のポイントに触れながら，組合議会の選挙方法について，述べていくこととする．
選挙とは，「有権者の集合体（選挙人団）によって，国会議員等の公務を担当する者（公務員という
国家機関）を選定する集合的な行為」とされる（芦部 ₂₀₁₅：₂₆₀）．地方自治法では，議員について
は「選挙」，執行機関については「選任」という文言を用いている（同法₂₈₇条第 ₁ 項）．これは，
「選挙」と「選任」が異なる意味において使われていることを明らかにしている．「選挙」という
場合は，広域連合の議会議員と長が選挙で選出されなければならないように，充て職は認められ
ないと解されている25）（松本 ₂₀₁₅：₁₆₁₅）．このことは，議会制民主主義を採用し，チェック・アン
22）　松本（₂₀₁₅：₁₆₁₄）参照．
23）　昭和₂₅年₁₂月₁₁日行政実例．
24）　昭和₃₁年 ₉ 月₂₈日行政実例．
25）　現実的には，組合議員には，充て職の方法も少なくなく，₂₀₁₂年には，₁₉％の組合が充て職の方式
を採用している（木村 ₂₀₁₅：₁₉₈）．₂₀₁₆年においても，依然としてその傾向が続いていることがわか
る（表 ₁ ）．
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ド・バランスを行わせている地方自治法の趣旨からいっても妥当な見解だといえよう．
　実際の組合議会の選出状況としては，表 ₁ にみるように，住民による一般選挙（直接選挙）を採
用している組合はない．基本的には，組合議会では，構成自治体の議会議員ないしは長などの中
から組合議員を選出する方法，すなわち間接選挙が一般的である．
b. 執行機関
　ここでいう執行機関とは，自治体の長，教育委員会，選挙管理委員会，監査委員などのように，
「それぞれ独自の執行権限をもち，その担任する事務の管理及び執行に当たって自ら決定し，表示
しうるところの機関を指すものであって，これらの機関に附属する機関や，これらの機関の補助
機関のようなものまでを意味」しないとされる（松本 ₂₀₁₅：₄₉₂）．事務組合の執行機関は，自治体
の執行機関の義務（地方自治法₁₃₈条の ₂ ），執行機関の組織の原則（同法₁₃₈条の ₃ ），委員会・委員
及び附属機関の設置（同法₁₃₈条の ₄ ）の規定が準用される．補助機関については，規約で明示し
なければならないとされる（松本 ₂₀₁₅：₁₆₁₅）．
26）　総務省 HP：http://www.soumu.go.jp/main_content/₀₀₀₄₇₄₅₇₀.xlsx（₃₀ Aug. ₂₀₁₇）．
表 1 　一部事務組合の議会議員の選任方法
専　任　の　方　法 組合数
一部事務組合の構成団体の住民による直接選挙 ―
構成団体の長の中から
充て職によるもの i ₃₂ 
互選によるもの ₃₄
その他の方法 ₂
構成団体の議会の議員の中から
充て職によるもの ii ₃₄
構成団体の議会での選挙 iii ₈₅₆
その他の方法 ₁₃
上記以外の構成団体の特別職たる職員
の中から
充て職によるもの ₁
互選によるもの ―
その他の方法 ―
構成団体の一般職たる職員の中から
充て職によるもの i ―
互選によるもの ―
その他の方法 ₁
上記以外の者の中から
充て職によるもの ―
構成団体の議会での選挙 ₁₀₉
その他の方法 ₁₀
上記方法の組み合わせ※ ₄₀₁
合　　　計 ₁,₄₉₃
　注）選任方法の組み合わせで多いものは，次のとおり．
　　①ⅰとⅲ　₈₁組合，②ⅱとⅲ　₇₄組合，③ⅰとⅱ　₃₉組合
出所 ）総務省「地方公共団体間の事務の共同処理の状況調（平成₂₈年 ₇ 月 ₁ 日現在） 」₂₆)
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　執行機関は，管理者，いわゆる行政委員会などということになる．管理者については，規約に
ゆだねられるというものの，地方自治法に一部事務組合の代表者として置かれることが想定され
ている（同法₂₈₇条第 ₂ 項，₂₉₁条第 ₁ 項・第 ₂ 項）．複合事務組合では，処理する事務が多岐にわた
り，構成自治体の関係が錯綜し，多元的な利害調整を行う必要が生じる可能性がある（木村 ₂₀₁₅：
₂₁₃）．そのため，管理者に代えて理事会を設置することができる（同法₂₈₇条の ₃ 第 ₂ 項）．
　行政委員会については，監査委員は必置27），公平委員会も地方公務員法ですべての事務組合に必
置とされている（同法 ₇ 条第 ₃ 項）28）．教育事務組合では，地方教育行政法，すなわち地教行法 ₂ 条
により，教育委員会が設けられる．
27）　平成元年 ₁ 月₁₃日行政実例．
28）　公平委員会は，規約に定める必要はないが，地公法 ₇ 条第 ₃ 項に基づき，条例で定められる．公平
委員会は，機関の共同利用，他の団体の人事委員会への事務委託が想定されており，実際にも委託が
なされていることが多い（木村 ₂₀₁₅：₂₁₄）．
29）　注₂₆）前掲．
表 ２ 　一部事務組合の議会議員の選任方法
専　任　の　方　法 組合数
一部事務組合の構成団体の住民による直接選挙 ―
構成団体の長の中から
充て職によるもの ₄₄₃
互選によるもの ₆₄₇
その他の方法 ₂₂₈
構成団体の議会の議員の中から
充て職によるもの ―
互選によるもの ―
その他の方法 ₃
一部事務組合の議会の議員の中から
充て職によるもの ―
互選によるもの ₁₇
その他の方法 ₂
上記以外の構成団体の特別職たる職員
の中から
充て職によるもの ₄
互選によるもの ₁
その他の方法 ₁
構成団体の一般職たる職員の中から
充て職によるもの ―
互選によるもの ―
その他の方法 ₂
上記以外の者の中から
充て職によるもの ₈
互選によるもの ₇
その他の方法 ₈₅
合　　　計 ₁,₄₄₈
　注） 理事会制度（地方自治法第₂₈₇条の ₃第 ₂項）を導入している一部事務組合₄₅組合．
出所 ）総務省「地方公共団体間の事務の共同処理の状況調（平成₂₈年 ₇ 月 ₁ 日現在） 」₂₉）
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　管理者の選任方法は，原則として，長の「選任」であることから，自治体の長の選出方法と同
じである必要はない．管理者は，兼職の特例が設けられている（地方自治法₂₈₇条 ₂ 項）．構成自治
体の議会議員，長やその他の職員と兼ねることができ，自治法上は「選挙」ではないことから（同
法₂₈₇条），表 ₂ のように，構成自治体の首長の中からの互選ないしは充て職であることが多い．
C．一部事務組合の現状
　一部事務組合の現状を，その活動状況，設置件数，事務件数，そして構成団体別の順にみてい
く．その後，国の調査にみられる一部事務組合の課題について触れていきたい．
　 ₁ ．一部事務組合の活動状況
a. 共同処理方式における一部事務組合の割合
　₂₀₁₆年，処理方式では，事務の委託が₆,₄₄₃件でもっとも多く全体の₇₂.₆％を占める． それに次
いで，一部事務組合₁,₄₉₃件（₁₆.₈％），機関等の共同設置₄₄₄件（₅.₀％）の順となっている（図 ₂ ）．
現在も，一部事務組合の共同事務処理における重要性は高い．
広域連合
116件　1.3％
連携協約
175件　2.0％
事務の代替執行
２件　0.0％
地方開発事業団
１件　0.0％
事務の委託
6,443件 72.6％
共同処理
総 件 数
8,876
一部事務組合
1,493件 16.8％
機関等の共同設置
444件 5.0％
協議会
202件 2.3％
図 ２ 　共同処理の方式別割合
出所 ）総務省「地方公共団体間の事務の共同処理の状況調（平成
₂₈年 ₇ 月 ₁ 日現在） 」₃₀)
ｂ．一部事務組合の設置件数の推移
　一部事務組合の設置件数は，昭和₄₂（₁₉₆₇）年から昭和₄₉（₁₉₇₄）年まで毎年ほぼ同じ割合で増
加していた．昭和₄₉年には₃,₀₃₉件に達している．それ以降，基本的には減少傾向にある（図 ₃ ）．
30）　総務省 HP：http://www.soumu.go.jp/main_content/₀₀₀₄₅₄₆₉₂.pdf（₃₀ Aug. ₂₀₁₇）．
108
　その要因としては，複合的一部事務組合制度の創設（₁₉₇₄年）により，一部事務組合の統合が進
んだためと考えられている．また，平成の合併の際は，構成自治体などが広域連携している自治体
同士の結びつきが強くなっていることから，それらの間で合併が進んだため，一部事務組合の数は
激減する．新設された広域連合の微増も，事務組合の数の減少に拍車をかけているようである．
c.　事務件数
　₂₀₁₆年，総務省の「地方公共団体間の事務の共同処理の状況調」によれば，一部事務組合の事
務は，ごみ処理に関するものが₄₀₆件（₂₇.₂％）でもっとも多い32）．以下，し尿処理に関する事務₃₃₇
件（₂₂.₆％），救急に関する事務₂₇₁件（₁₈.₂％）の順である．前回調査（₂₀₁₄年 ₇ 月）との比較で
は，組合の統合等により₂₂件の事務が減少している．事務の種類別の共同処理としては，ごみ処
理とし尿処理を含む⑧環境衛生が約 ₄ 割を占めている（表 ₃ ）．
表 ３ 　一部事務組合の事務の種類
①
地域開
発計画
②
第 ₁次
産業
③
第 ₂次
産業
④
第 ₃次
産業
⑤
輸送
施設
⑥
国土
保全
⑦
厚生
福祉
⑧
環境
衛生
⑨
教育
⑩
住宅
⑪
都市
計画
⑫
防災
⑬
その他 統計
₂₆年度 ₉₇ ₁₆₈ ₁₅ ₂₈ ₁₇ ₃ ₇₀₂ ₁,₃₀₉ ₁₄₈ ₄ ₁₈ ₈₃₂ ₄₁₄ ₃,₇₅₅
₂₈年度 ₉₅ ₁₆₆ ₁₇ ₂₇ ₁₇ ₃ ₆₈₇ ₁,₃₁₀ ₁₃₉ ₄ ₁₈ ₈₂₁ ₄₂₃ ₃,₇₂₇
増減 － ₂ － ₂ ₂ － ₁ ― ― －₁₅ ₁ － ₉ ― ― －₁₁ ₉ －₂₈
出所 ）総務省「地方公共団体間の事務の共同処理の状況調概要（平成₂₈年 ₇ 月 ₁ 日現在） 」₃₃）から作成
31）　同上．
32）　同上．
33）　同上．
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図 ３ 　一部事務組合および広域連合設置件数の推移
出所 ）総務省「地方公共団体間の事務の共同処理の状況調の概要（平成₂₈
年 ₇ 月 ₁ 日現在）」₃₁）
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d.　一部事務組合の構成自治体数
　一部事務組合は，構成自治体が ₂ 団体のものが₅₄₀組合で全体の₃₆.₂％ともっとも多い．次いで，
₃ 自治体のもの₃₅₉組合（₂₄.₀％）， ₄ 自治体のもの₁₈₉組合（₁₂.₇％）の順となっている．これら ₃
つの類型を合わせると，事務組合数の全体の ₇ 割を超える（表 ₄ ）．
　 ₂ ．一部事務組合の課題
　総務省の₂₀₁₂年調査（「市町村における事務処理のあり方に関する調査」）によれば35），一部事務組
合は，共同処理方式のなかで，「課題がある」とした市町村が₁,₆₂₃自治体中，₅₂₆自治体と₃₂.₄％
を占める．そのなかでも，複数回答可ではあるが，「迅速な意思決定が困難である」が₄₁₃自治体
（₇₈.₅％），「構成団体の意見が反映されにくい」が₂₁₈自治体（₄₁.₄％）と協働処理の問題点が挙
がっている．次いで，「責任の所在が不明確である」が₇₉自治体（₁₅％），「構成団体から事務処理
に当たって必要な情報を把握することが困難である」が₆₁自治体（₁₁.₆％）と続く．一部事務組合
以外の法上の広域連携も同様であることから，基本的には，一部事務組合で課題とされるものは，
広域連携そのものであると考えることができる．この調査から，構成自治体が「過度に小規模で
34）　注₂₅）前掲．
35）　総務省「市町村における事務処理のあり方に関する調査について」（同 HP：www.soumu.go.jp/main_
content/₀₀₀₂₁₀₄₃₆.pdf（₃₀ Aug. ₂₀₁₇）．
表 4 　一部事務組合の構成団体数別状況
構成団体数
一部事務組合数
（全₁,₄₉₃団体） 構成比（%） 累計（%）
₂ ₅₄₀ ₃₆.₂ ₃₆.₂
₃ ₃₅₉ ₂₄.₀ ₆₀.₂
₄ ₁₈₉ ₁₂.₇ ₇₂.₉
₅ ₁₁₂ ₇.₅ ₈₀.₄
₆ ₅₇ ₃.₈ ₈₄.₂
₇ ₃₆ ₂.₄ ₈₆.₆
₈ ₃₀ ₂.₀ ₈₈.₆
₉ ₁₈ ₁.₂ ₈₉.₈
₁₀～₁₉ ₆₅ ₄.₄ ₉₄.₂
₂₀～₂₉ ₂₇ ₁.₈ ₉₆.₀
₃₀～₃₉ ₂₁ ₁.₄ ₉₇.₄
₄₀～₄₉ ₁₀ ₀.₇ ₉₈.₁
₅₀～₉₉ ₂₅ ₁.₇ ₉₉.₇
₁₀₀～ ₄ ₀.₃ ₁₀₀.₀
合計 ₁,₄₉₃ ₁₀₀.₀ ―
出所 ）総務省「地方公共団体間の事務の共同処理の状況調（平成₂₈
年 ₇ 月 ₁ 日現在） 」₃₄)
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あれば事務の効率性に課題が生じる一方で」，構成自治体が「過度に大規模になれば」，「意見調整
に時間を要し迅速な意思決定が困難になるという実態が現れている」（木村 ₂₀₁₅：₅₄）が，それら
をどのように克服するかが旧来からの問題点であった．
　実際，総務省の₂₀₀₈年調査でも，各議会を得ることの時間的ロスや事務的な調整の手間など
「機動的な意思決定が困難」（₅₄.₅％），団体間の意見の調整に手間がかかるなどの「全構成団体の
協議を調えることが難しい」（₄₂.₈％），「構成団体から事務処理にあたって必要な情報を把握する
のが困難」（₁₅.₀％），「住民の意向を反映しにくい」（₈.₉％）といった意見が指摘されていた．これ
まで，ガバナンスの観点から，複合的事務組合のみに採用されている理事会制や特別議決制を広
く採用できるようにという意見があったり，議会と長（管理者）の二元代表制を必須とせず，それ
らを一元化できないかという議論があったりした．その際，シティ・マネージャー制の導入，議
会の権能の充実なども検討されていた36）．
　この時の調査では，広域連携は「財源の不足」，「人員の不足」などの観点から，これからも検
討する必要があるという意見を自治体がもっていることがわかる．その折，都道府県による補完
についても自治体側が求めていることが指摘されている．
Ⅲ．広域連携のガバナンス
A．広域連携における統制
　 ₁ ．統制と責任――ギルバートのマトリックス
　行政責任論は，伝統的に，行政府および行政官の活動に関して，責任（行政責任）を確保するこ
とを目的としてきた．それゆえ，多くの行政学の教科書に掲載されているように，行政責任論は
行政統制論とあたかも表裏一体のように論じられ，行政官の裁量をいかに制限するかという問題
へと発展していった．ここでは，このような議論は差し控えるが，C．フリードリッヒと H．ファイ
ナーの論争，すなわち F・F 論争などが代表的なものである37）．
　この行政統制ないし行政責任の類型として，代表的なものが，ギルバートのマトリックスと呼
ばれるものである．これは，まず，統制主体が外部からの統制なのか，内部からの統制なのかと
いう「外在的­内在的」という軸を設ける．つぎに，統制の法的担保の有無によって，「制度的­非
36）　総務省「市町村における事務の共同処理の実施状況調査」（平成₂₀年 ₇ 月 ₁ 日）からの意見（総務省
HP：http://www.soumu.go.jp/main_content/₀₀₀₀₇₁₅₂₁.pdf（₃₀ Aug. ₂₀₁₇））．なお，成田（₂₀₁₃：₁₃⊖₁₅）
は，一部事務組合の制度的な問題点として，①構成自治体の影響力が強く，組合自体の自主性・自立
性・主体性が不十分，自治体を構成員とする特別地方公共団体であることから，独自の住民の不存在，
③組織運営の面で画一的で二元代表制に固定されているため，弾力的で有効な選択が不可能，④独自
の課税権がなく，財政上の自主性の欠如，以上の ₄ 点を挙げる．
37）　 たとえば，村松（₂₀₀₁：₂₆₂⊖₂₆₄）など参照．
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制度的」という軸を設ける．これら ₂ つの軸を組み合わせて，ギルバートは，統制のマトリクス
を作ったのである（表 ₅ ）．
　表 ₅ では，a. 外在的・制度的，b. 内在的・制度的，c. 外在的・非制度的，d. 内在的・非制度的，
それぞれ ₄ つの統制がある．表では，代表的なものを列記したが，この中で，もっとも統制力が
あるのが，a. であり，議会・裁判所は，「法律による行政」の基本であることから，「基本的な統制」
といわれる．
　 ₂ ．組合行政への統制手法
　上述の議論を一部事務組合に当てはめてみると，以下のようなマトリックスを作成することが
できる（表 ₆ ）．以下，それぞれのカテゴリーごとに検討していくこととする．その際，現状をよ
り明確にするために，ヒアリングにて得られた見識を補完的に用いることにする．
表 6 　一部事務組合における行政統制
外在的 内在的
制度的
⑴　組合議会
⑵　管理者など
⑶　裁判所（住民訴訟）
⑷　直接請求制度
⑸　監査委員・公平委員会など
⑹　行政型オンブズマン
非制度的
⑺　諮問機関
⑻　世論（マスコミ・マスメディア）
⑼　市民参加
　　（情報公開制度，広報・広聴など）
⑽　住民監査請求・行政手続法
⑾　自己規律（自律的責任）
a.　外在的・制度的統制
（ ₁ ）　組合議会
　通常，間接民主制を採るならば，主権者である国民を代表する議会が，国民に代わって，行政
を統制する．地方制度においても，同様の趣旨で，住民から信託を受けた議会ないし議員が首長
以下の自治体行政を監視するのが原則である．しかし，一部事務組合では，住民は「間接的な構
成員」であることから，普通地方公共団体，すなわち自治体における住民の権利を行使できるか
どうかが問題となる．その点については，すでに述べたように，事務組合の構成員は構成自治体
であり，それゆえ，事務組合の区域に居住する住民は，「間接的な構成員」とされ，その性格上，
選挙をはじめとした権利行使を制限される．「住民の声が届きにくい」という不満が生じるゆえん
表 5 　ギルバートのマトリックス
外在的 内在的
制度的 a. 議会，裁判所，（オンブズマン） b. 官房系統組織による統制
非制度的 c. 市民参加，世論，行政手続法による統制 d. 同僚職員の評価・批判，自己規律
出所）Gilbert（₁₉₅₉：₃₈₂）を修正し，筆者作成
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である．
　一部事務組合の議会議員は，上述したように，構成自治体の議会議員の互選によって選出され
ている．つまり，間接選挙により，選ばれている．地方自治法の自治体の議会と首長との関係が
準用され，組合議会は管理者との関係においては，二元代表制を採っている．自治法上の規定が
ないものの，直接選挙により，議員や管理者が選出できることになっている38）．しかし，実際には，
議会と首長が法的に直接公選できる広域連合でも，そのような事例はみられない．広域連合と異
なり，一部事務組合では，すでに述べてきたように，両者の直接公選がない場合，直接請求制度
がないなどの住民の諸権利に制限を生じさせる．
　さて，構成自治体の代表である組合議会は，結果として，消極的民主的統制に寄与するが，積
極的民主的統制にはそうではないとされる．まず，組合議会の議員は，一般的に構成自治体の議
員の互選により，選出されている．その結果，本来所属する自治体の嫌がる議案などには賛成し
ない．つまり，本来，所属している自治体の意向が働き，そしてそれが加味された議決をするこ
とになる．その意味で，各構成自治体が異同を唱える意思決定はできないということで，民主的
統制が確保されるというのである．これを消極的民主的統制が実現しているといっている．それ
に対して，ある構成自治体が提案したことを決定するには，組合議会の議決を含め，フォーマル
には難しい．各構成自治体の議会で分担金などの予算上の議決あるいは条例案の議決などがあり，
全構成自治体の意思が一致しないと，事務組合では提案が実現しない．その意味では，全構成自
治体の意思の合致となると，時間および予算という点で，ハードルが高くなる．このように積極
的な取り組みができないということから，これを積極的民主的統制が実現しないという（金井
₂₀₀₉：₇ ）．
　以上のことは，構成自治体が分担金など資源を提供していることから，一部事務組合に対して
影響力を持ち続けたいという表れでもある．まさに，「金を出したら，口も出す」ということにな
ろう．
（ ₂ ）　管理者など
　一部事務組合の管理者は，構成自治体の首長などから「選任」されるのが一般的である．そし
て，他の構成自治体の首長は，副管理者になることが多い．組合議会同様，所属先の自治体の意
向が直接反映されるところであろう．その意味では，消極的民主主義の実現に寄与していること
になる．その際，一部事務組合が出来た経緯などにより，管理者が「充て職」となることもあ
る39）．そして，管理者などは，事務組合の事務局長以下の公務員の指揮命令などを通じ，民主的な
38）　この点については，広域連合とは異なり，一部事務組合については，地方自治法上の規定がない．
行政実例では，直接公選も可能とするが，法令や判例にこうした言及がされていないことから，実際
に可能かは疑問視されている．
39）　筆者ヒアリングによる．
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統制を行っていることになる．
（ ₃ ）　裁判所
　最高裁を頂点とする裁判所は，自治体行政に対する訴えに対しても有効である．また，自治体
と住民ないし関係者とのトラブル解決の手段として用いられている．一部事務組合においても，
それは同様である．行政だけでなく，議会もまた，一部事務組合の政策過程上での行為は，行政
争訟の対象となり，それらは住民訴訟の対象となる．
（ ₄ ）　直接請求制度
　すでに述べたように，自治体の規定である直接請求制度は，議会議員と管理者が直接公選され
ていない場合，準用されない．ただし，これが実現した場合，効果的な統制手法となるだろう．
b.　内在的・制度的統制
（ ₅ ）　監査委員・公平委員会など
　監査委員が置かれることから，住民監査請求が一部事務組合で可能となる（後述）．また，公平
委員会は上述したように必置ではあるが，構成自治体の公平委員会にその事務を委託することが
できる．その結果，委託先の構成自治体および組合のいずれにおいても，条例を制定し，事務が
委託されている40）．この場合，委託先の自治体の意向が大きく働くこともあり得る．
（ ₆ ）　行政型オンブズマン
　オンブズマンは，₁₈₀₉年に，スウェーデンで設置され，「行政監察官」と訳されるように，行政
の監視を本分としていた．スウェーデンのオンブズマンは議会に所属し，議会から任命される．
そのため，スウェーデンのような議会に設置されるものを「議会型オンブズマン」という．それ
に対して，₁₉₆₀年代になると，世界各地で，オンブズマンが設置されるようになってきた．フラ
ンスでは，大統領に任命される「メディアトゥール」がその代表的なものである．このような行
政に所属するようなものを「行政型オンブズマン」と呼んでいる．日本では，₁₉₉₀年，リクルー
ト事件をきっかけとし，川崎市で「市民オンブズマン条例」が制定され，全国の自治体で導入さ
れるようになっていった．現代のオンブズマンは，従来の行政のチェックよりも，苦情処理の機
能を果たし，住民の福祉の向上のために貢献している（西尾 ₂₀₀₁）．一部事務組合においても，統
制の手段としては効果的だと考えられる．なお，市民団体らが行政や議会に対する監視を行う
「市民オンブズマン」は，条例などに公的な担保をもっていない．統制の仕組みのなかでは，c. の
外在的・非制度的統制のなかに位置づけられよう．近年，男女共同参画社会の高まりにより，オ
ンブズマンは，「オンブズパーソン」と呼ばれることもある．
c.　外在的・非制度的統制
　このカテゴリーの統制で基本となる意識は，市民参加である．市民参加を前提として，他の統
40）　木村（₂₀₁₅）．筆者がヒアリングした際にも，こうしたケースがあった．
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制手法は活きてくる．この観点からいえば，市民がこれまであまり知らなかった一部事務組合を
認識し，問題意識をもってもらうことがもっとも効果的であるように思われる．
（ ₇ ）　諮問機関
　一部事務組合において，諮問機関を置くことができるかどうかは地方自治法上には規定がない．
しかし，否定する必要もなく，事務組合の条例を制定し，設置することができるだろう．従来の
ように，事務組合の区域の住民（以下，「区域住民」という）には知らせずに，組合議会と事務組合
行政だけで意思決定するわけにはいかなくなっている案件もあるという41）．今後は，審議会委員な
どに区域住民を参加させることもできるという観点から，有益な統制手法となることが予想され
る．
（ ₈ ）　世論
　ここでいう世論には，マスメディアなども含む．むしろ，こちらのほうが現代では一般的かも
しれない．一部事務組合では，汚職，不正など以外はあまり問題にはならないようである．ただ
し，上下水道などの料金の値上げのときには，取材を受けることが多いとのことである42）．
（ ₉ ）　市民参加
　ここでは，市民と住民とは，これまでの政治的主体性に着目した見解を披露するものではな
い43）．むしろ，各地の自治体の自治基本条例，まちづくり基本条例，そして市民参加条例，市民協
働条例などにみられるように，「住民」は在住，「市民」は在住のみならず，在学，在勤，在活（地
域で活動する NPO のような団体など）を含める広い概念として扱う44）．
　今日，住民だけでなく，市民の概念が広がっているように，市民が日常生活を過ごすうえで，
自治体だけでなく，一部事務組合をはじめとした広域連携における行政は，いっそう密接に関
わってきている．人々の生活圏は，従来よりも，自治体の圏域をはるかに超え，広域化している．
こうした行政にその区域の市民の民意を反映し，充実させる観点から，組合行政に新しい参加の
手法を採り入れることは重要である．先述したオンブズマンや諮問機関を用いた参加だけでなく，
わかりにくい行政の情報をいかに公開するかという情報公開，事務組合の広報，アンケートやモ
ニターなどの広聴といった意見聴取のための仕組みなどを充実することも肝要となる．
　しかし，実際，今回のヒアリングでは，事務組合行政側には，「市民に参加してほしくない」，
41）　筆者ヒアリングによる．
42）　同上．この点，組合議長によれば，東日本大震災の折の放射性廃棄物の問題で話題になったことも
あるが，最近はその話題性も落ちてきたとのことであった．管理者，議長，事務局長などが近隣の塵
芥処理組合などとともに，国に陳情を行っているが，世情にも上がらず，補助金などの成果がすぐに
は出ないとのことである．こういう場合は，「世論喚起がありがたい」とのことであった．
43）　村松（₂₀₀₁）など参照．
44）　たとえば，川崎市自治基本条例，龍ヶ崎市まちづくり基本条例，白井市市民参加条例，相模原市市
民協働推進条例など．
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むしろ「参加されると寝た子を起こすことになるからまずい」という意見もあった．情報公開制
度は，基本的にはどの一部事務組合行政でも，開示請求された場合，対応できるような体制には
なっている．ただし，積極的に議事録などの情報を公開していたのは， ₅ 事務組合中， ₁ つだけ
であった45）．また，広報については，各自治体の広報紙誌に小さく取り上げてもらうことはあるが，
事務組合独自の広報紙を作成しているところはなかった．ある事務組合では，ヒアリングに協力
いただいた議長が積極的に構成自治体の広報紙に取り上げてもらうように，事務組合議員に働き
かけている．それは，迷惑施設といえるごみ処理施設（クリーンセンター）では，その所在地の自
治体および住民とそれ以外の構成自治体および当該住民の意識には温度差があるからである．こ
の問題の解決ないし少しでもその溝を埋めることができないかという議長自身の想いがあった．
今回ヒアリングした事務組合では，団体代表などの参加も基本的には行われておらず，環境系の
問題であれば，構成自治体それぞれの環境部局が条例をもっており，そちらでの参加が主となる
ということであった．
　一部事務組合の市民参加には，まだまだ課題が多い．かつて自治体行政でも，「知らしむべから
ず」といったことがいわれたが，事務組合行政ではその性格が色濃く残る．その意味でも，まず
は情報公開をはじめ，透明性の確保と組合自体の市民による認知が先決となろう．
（₁₀）　住民監査請求・行政手続法
　住民監査請求は，上述したように，その性格上，直接請求とは異なり，事務組合の区域内の住
民 ₁ 人でも可能である．
　行政手続法は，「地方公共団体の機関」がする処分のうち，その根拠となる規定が条例又は規則
に置かれているもの，地方公共団体のする行政指導，地方公共団体の機関に対する届出，命令等
を定める行為に関する手続きについて，行政手続法の適用除外とされている（同法₃₉条）．逆にい
えば，それ以外の自治体の手続きであれば，適用除外とはならない．また，自治体においても，
行政手続法の趣旨を踏まえ（同法₄₆条），行政手続条例などを制定しているところもある．その観
点からは，一部事務組合にも自治体同様に，行政手続法は統制の手法として利用可能であるとい
うことになる．
　これらは，（ ₉ ）の参加を行う手段としても有効となる．
d.　内在的・非制度的統制
（₁₁）　自律的統制
　どのように統制を強めても，究極的には，行政官のモラル，職業意識の高さが重要となる．構
成自治体からの出向が一部事務組合行政に多い場合，彼らはいわゆる腰掛の状態であるため，プ
ロパーの職員ほど意識は高くならないだろう．その観点からいえば，事務組合行政にプロパーの
45）　 筆者ヒアリングによる．
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職員を増やし，彼らの専門的な職業意欲を醸成していくことが求められる．
B．広域連携のこれから――課題解決のための一部事務組合の新たな道
　以上，統制の類型ごとの一部事務組合の統制手法をみてきた．このようなことを踏まえながら，
広域連携のこれからを一部事務組合の制度改革などを基に検討していく．
　現在，一部事務組合のさまざまな課題は，そのまま広域連合へと引き継がれている．広域連携
のあり方を探求する広域自治体側からの研究などでは，首長と議員の直接公選，直接請求，国か
らの権限移譲などが可能な広域連合へと一部事務組合を改変していくことが望ましいとする46）．確
かに，広域連合は一部事務組合を上記の点を明確にし，その問題を克服するために，₁₉₉₄年に誕
生した．しかし，広域連合は実際のところ，長も議員も直接公選をしているものはなく，一部事
務組合の課題をそのまま残している．そのため，一部事務組合を広域連合としたとしても，広域
連携の課題解決にはつながらないのではないだろうか
　そこで，今回，一部事務組合の欠点を踏まえ，課税権の付与と事務組合議会議員構成，事務的
な面からの派遣と統合について触れてみたい．
　 ₁ ．一部事務組合の制度改革
a.　課税権付与
　ヒアリング調査では，一部事務組合は課税権をもたないことがその脆弱性の原因の ₁ つに挙げ
られていた．上述したように，これは構成自治体に影響力を残すという意味で，消極的民主的統
制の達成ないしは「民主主義の黒字」という効果をもたらしていることがいわれている47）．しかし，
このことはまさに EU が「民主主義の赤字」という問題点を指摘されたことを想起させる．基礎
自治体である市町村優先は課税において重要な原則であるが，その原則を日本にもたらしたアメ
リカでは，まったく別なことが行われている．それは，各州の学区（school district）と呼ばれる
特別地方公共団体である．各州（state），しかもその下部機関である郡（county）ごとに学区は異
なる様相を示している．また，同じ郡にある学区も結果として似て非となることもある．ただし，
理念型としては，それぞれの学区は，①課税権がある，②直接選挙で理事会（教育委員会）のメン
バーが選出される，③理事会は School Intendent を任命する，④学区は School Intendent により
運営される，といった特色をもっている48）．日本の教育委員会が導入された折のモデルともいえる
だろうが，教委では，現在も①は日本にはない．かつては，②は実現していたが，③でいう
46）　 たとえば，埼玉県，新潟県，神奈川県などの当該 HP 参照．
47）　鈴木（₂₀₁₆：₄₄︲₄₅）など．
48）　たとえば，ワシントン州キング郡の Lake Washington 学区 HP（URL:http://www.lwsd.org（₂₉ Aug. 
₂₀₁₇））など参照．
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School Intendent に該当すると思われる「教育長」は教育委員の互選であり49），教育長が事務局運
営に当たることから④はやや近いかもしれない．いずれにしても，アメリカの各州では，一部事
務組合のように構成自治体から成り立っていない独立した学区に課税権をもたせている．そのた
め，学区は明確に地域の住民に行政責任を負えることになる．この学区では，さらに ₂ つ参考と
なる点がある．直接選挙と運営者の任命である．School Intendent は違う言葉に置き換えれば，
シティ・マネージャーということになる．このように，アメリカの学区は日本の一部事務組合に
示唆する事項が多い．
b．議会構成の変更
　一部事務組合は，第一義的な構成員は構成自治体である．その結果，構成自治体から，議会議
員が選挙され，事務組合議会の議員となっている．いわば，兼職である．こうした現状から察す
るに，広域連合も含めて，事務組合議員は直接公選にというわけにはいかないだろう．そこで，
構成自治体議会からの間接選挙によって選ばれる議員と区域内の住民からの直接選挙により選ば
れる議員の ₂ つの選出方法からなる議員を置くというのはどうだろうか．折衷型の考え方ではあ
るが，構成自治体の意向と，そして区域内住民からの意向，すなわち住民参加により，「住民から
遠い」という欠点はいくつか克服される．しかし，それぞれの人数比率などは，政治的な駆け引
きもあり，難しいところとなろう．
　 ₂ ．事務的な側面から――広域連携の枠内での改革
　住民統制については，「住民の生活に重大な影響を与える政策的な事務」とそうでない事務に分
け，前者には住民統制が重要である．それに対して，後者はあまりその必然性がないように思わ
れるものもあるという見解がある（鈴木 ₂₀₁₆：₄₅）．なんとなくあるということはわかっても，実
際，このような事務の選別ができるのかどうかは難しい．地域の事情によっても，事務の執行の
重要性が異なるわけであるから，明確な規準を作成することは厳しく，選別を行う担当官の感覚
的な意識に頼らざるを得ないということになってしまう．
　ヒアリングで，ある管理者は「事務の統合と職員の出向」の重要性を強調した．一部事務組合
の事務は個別具体的なものであり，住民に特に興味をひかせないものが多いが，事務をまとめる
ことにより，多くの論点が出るために，住民にも関心を抱かせるのではという意見であった．ま
た，他の議長も，自治体のように，「事務が総合的になってくると，住民へとアピールしやすくな
るし，本人たちもやる気が出る」という意見もあった．事務組合の事務局の統合は，職員に多角
的な視野を植えつけるにもよいだろう．それと同じ観点で，事務組合の職員の交流ないしは出向
49）　₂₀₁₄年 ₆ 月，「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」（改正地方教育行政
法）が成立（施行は₂₀₁₅年 ₄ 月 ₁日）し，教育長の任免は，自治体の首長がその議会の同意を得たうえ
で行うこととなった．新教育長は．旧教育委員長の権限を併せもち，任期は ₃ 年（通常の教育委員は ₄
年）となった（同法 ₅ 条）．
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も挙げられていた．事務の統合は，自治体同様，人事異動をもたらし，職員ひいては事務組合行
政そのものが多様性に富み，住民ニーズにも対応できるのではないかという指摘があった．
　以上，いずれにしても，まずやってみる，すなわち実践してみることが重要である．「地方自治
は民主主義の学校」という言葉があるが，まさにその通りである．
おわりに
　道州制，市町村合併，さらには EU にみられるような地域統合も地域における広域連携からみ
たガバナンスが参考になろう．その一方で，「補完性の原則」や先行するそれらのガバナンスの流
れは，広域連携にも少なからず影響と示唆を与える．小事から大事をみるのか，大事から小事を
みるのかは，いずれの視点も関係し，重要であることが多い．筆者は前者に専念し，広域連携の
あり方をみてきた．それが筆者の役割だと思っている．
　本稿では，一部事務組合を手掛かりに広域連携のガバナンスについて考えてみた．そこでは，
統制手法として，市民参加の必要性が問われており，市民ないし住民が一部事務組合そのものの
存在を認識することから，ガバナンスは始まるという結論となった．そして，一部事務組合がそ
の規約などに基づいて実践できる幅は広いので，まずやってみることが重要である．
　事務組合を構成している各自治体はその地域の住民からかたちづくられている．その住民らが
欲せればそれぞれの構成自治体が動き，新しい広域連携が生まれる．自治体は，地域住民の福祉
の実現のために，原則として，他の自治体と協働・連携する意識はもっている．その際，地域住
民は地域エゴと呼ばれるような意識に固執するのではなく，広域連携の区域住民として，その区
域のあり方を考えるような思考が望ましい．このような意識が醸成されるならば，一部事務組合
や広域連合の議会議員と首長（ないし管理者）の直接選挙なども実現しよう．その結果，広域連携
におけるガバナンスの諸制度も充実してくる．
　最後に，今回ご協力いただいた関係者の皆様，また，執筆の機会を与えてくださった佐々木信
夫先生，中央大学経済学部経済学論纂編集委員会の諸先生にお礼を申し上げ，筆をおきたい．
　付記 ：今回の地方自治における視点は，市町村合併，道州制，議員の姿といったことをわれわれに示してく
ださった先学である佐々木信夫教授によるところが大きい．日本各地の自治体へのエールを含め，数々
の研究成果は枚挙にいとまがない．今回も，退職記念論集に本稿を捧げる栄誉に授かったことを厚く感
謝したい．
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